
〇基礎情報

１　施策指標と実績（Do） （評価の見方）
・ Ｓ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果があがった
・ Ａ 事業の指標は達成できなかったが、成果はあがった

・ Ｂ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果は今後見込める
・ Ｃ 事業の指標は達成できなかったが、成果は今後見込める
・ Ｄ 事業の指標を概ね達成したが、成果は見込めない
・ Ｅ 事業の指標を達成できず、成果も見込めない
・ Ｚ 未着手事業（中核市関連のものを含む）
・ 実績 事業実施の体制は整えていたが、実績がなかった
なし （実施計画期間中で当該年度は実績のないものを含む）

２　事業実績（平成29年度）

変動
なし

5,940,000 6,003,000
事業の進捗状況

5,857,920 5,959,440
7
農とみどりの整備事
業

老朽化した農業用水路等を改修することに
より農作業環境の保全を図る。

政策 0.18 一般
農業用水路整備
L=70.0m

農業用水路整備
L=47.7m

Ａ

増加
0 0

事業の推進
0 0

6
漁港北側駐車場・多
目的広場等整備事
業

茅ヶ崎グランドプランに基づき漁業関係者や
海岸来訪者のため駐車場及び多目的広場
の整備を実施する。

政策 0.31 一般
県水産課との協議・
許可

県水産課との協議・
許可

Ｓ

変動
なし

0 0
事業の推進

0 0
5
漁港区域内道路整
備事業

茅ヶ崎グランドプランに基づいたA地区内道
路の整備をし、来訪者の増加に対応できる。

政策 0.09 一般 庁内調整会議４回 庁内調整会議４回 Ｓ

変動
なし

551,000 1,470,000
水田耕地面積

550,800 1,469,664
4
地場農産物利用促
進事業

茅ヶ崎産米を使用した防災備蓄食糧を購入
することにより水田の保全、農業の理解促
進を図る。

政策 0.01 一般 43ha 43ha Ｓ

減少
0 0 畜産クラスター協議会へ

の参加0 0
3
畜産クラスター関連
事業

畜産施設整備等を支援し畜産の生産力強
化を図る。

政策 0.13 一般 年1回
要望がなかったため
協議会を立ち上げて
いない

実績
なし

増加
133,928,000 90,747,200

工事進捗率
94,212,720 78,435,648

2
水産物供給基盤機
能保全事業

老朽化した漁業施設の機能保全工事による
施設長寿化を図るものである。

政策 0.46 一般 第3期工事（59.6％） 第3期工事（40.4％） Ａ

1,679,400 1,793,880

経済部ポータルサイト年
間ユニークユーザー数

変動
なし

H28決算(円) H29決算(円)

1
経済部ポータルサイ
ト事業

市内産業、雇用、まちづくり等の情報を発信
することにより市内経済の活性化を図る。

政策 0.15 一般
1,800,000 1,794,000

取組
時間

休・
廃止

何を・誰を
（対象）

どうやって働きか
け（手段・方法）

どうしたいか（生ま
れる成果・効果）

事業
性質

従事
者数

会計
区分

H28予算(円) H29予算(円)

●

No.
事務事業名

(第3次実施計画)

事務事業の目的・目指すべき成果・効果

事務事業の指標名

Plan / Do

H29目標値 H29実績値

12万 9.5万

総合評価（Check）

評価

Ｄ

見直し検
討可能性

●

Action
業棚
選定

61人

0 0.0% 0

漁業の組合員数 64人 65人 63人 62人 60人

29年度

耕地面積 369ha 352ha 369ha 362ha 350ha 349ha

9.4 時間

施策指標名
3次実施計画の
現状値

目標値
（30年度）

実績値
26年度 27年度 28年度

人 0 人 2 人 1,247
再任用短時間職員 臨時職員 非常勤嘱託職員 総時間 一人あたり月平均

1 人 11 人 1
施策目標 56

農業・水産業の振興と農地・海浜の保全・活
用を進める

横溝哲也
管理職 左記以外

事務事業評価表

課名 農業水産課 作成責任者 常勤職員 常勤職員以外 時間外勤務時間

時間



変動
なし

2,388,000 2,388,000
大規模被害の発生数

2,200,852 2,327,821
22
農作物鳥獣病害虫
対策事業

農作物への鳥獣、病害虫被害を抑制するこ
とにより農家の経営の安定化を図る。

定例
定型

0.08 一般 0回 0回 Ｓ

減少
189,000 167,000 利子補給の新規受付件

数46,868 30,491
21
農業制度資金利子
補給事業

必要な融資資金に対し、利子補給を行い、
農業経営の安定化を図る。

定例
定型

0.13 一般 5件 0件
実績
なし

変動
なし

2,184,000 2,184,000
嘱託員数

2,184,000 2,072,000
20
農業嘱託員に係る
事務

生産組合の長に農業嘱託員を委嘱すること
で、市と市内農業者の情報発信や調整、協
力体制を潤滑に行う。

定例
定型

0.10 一般 39名 39名 Ｓ

増加
12,146,000 10,646,000 新規就農支援による新

規就農人数6,849,248 6,095,467
19
認定農業者・農地利
用集積事業

認定農業者、中心経営体等の担い手へ遊
休農地を斡旋することにより耕作放棄地の
発生の抑制を図る。

定例
定型

0.61 一般 2人 1人 Ａ

変動
なし

2,898,000 4,611,000 畜産経営環境指導・支
援回数2,361,019 3,665,965

18 畜産振興事業
畜産農家を支援することにより畜産技術の
向上と畜産経営の安定化を図る。

定例
定型

0.42 一般 2回 2回 Ｓ

変動
なし

815,000 782,600
定期点検回数

784,579 733,429
17
漁港施設維持管理
事業

漁港施設の適正な管理を実施することで、
漁業経営の安定化を図る。

定例
定型

0.29 一般 年6回 年6回 Ｓ

変動
なし

3,575,980 9,471,900 堆積砂除去作業委託の
回数3,522,150 8,295,339

16
漁港区域内堆積砂
対策事業

漁業活動に支障のある漁港施設内への飛
砂侵入の防止をし、漁業活動の安定化を図
る。

定例
定型

0.31 一般 6回 6回 Ｓ

変動
なし

529,500 530,000 清掃及び堆積砂運搬回
数528,444 528,660

15
漁港区域内管理事
業

漁港区域内の適正な管理をすることで、漁
業経営の安定を図る。

定例
定型

0.25 一般 1件 1件 Ｓ

減少
210,000 0

件数
209,083 0

14
漁業近代化資金等
利子補給金交付事
業

沿岸漁業近代化を推進するため、資金融資
を受けた漁業者に対する利子補給をし、漁
業経営の安定を図る。

定例
定型

0.03 一般 1件 0件
実績
なし

変動
なし

105,000 105,000 漁業協同組合との調整
会議開催回数105,000 105,000

13
漁業関連団体連絡
調整事務

漁港関連団体との連絡調整を図ることで、
水産業を振興するものである。

定例
定型

0.22 一般 年4回 年4回 Ｓ

変動
なし

3,574,000 3,374,000 土壌改良事業を含む環
境保全型農業取組農家
数1,929,380 2,380,166

12
環境保全型農業推
進事業

農業者へ環境保全型農業に対する理解の
促進を図る。

定例
定型

0.20 一般 85件 89件 Ｓ

増加
20,000 20,000 協力店舗等との協議回

数19,409 19,948
11
水産物の振興（水産
物の販売促進）事業

市内水産物のPRと販売促進を行う事で、
茅ヶ崎産水産物ブランドの開発を行う。

政策 0.19 一般 年4回 年4回 Ｓ

変動
なし

42,012,000 36,562,000
事業の進捗状況

39,012,742 34,765,445
10
柳島向河原地区土
地利用推進事業

柳島向河原地区の浸水被害を低減させるこ
とにより、営農環境の改善を図る。

政策 0.54 一般
雨水排水管
L=453.1m

雨水排水管
L=395.2m

Ｓ

変動
なし

12,443,000 19,065,000
事業の進捗状況

10,718,727 17,256,240
9
農業用排水路整備
事業

老朽化した農業用水路等を改修することに
より農作業環境の保全を図る。

政策 0.33 一般
農業用水路整備
L=150m

農業用水路整備
L=97m

Ａ

変動
なし

0 0 資料集のための現地調
査0 0

8
農業振興地域整備
計画管理事業

農用地区域を保全することにより生産性の
向上と農業経営基盤の安定化を図る。

政策 0.31 一般 2回 2回 Ｓ



合計 13.36
H29総予算（円） 243,281,700

H29総決算（円） 213,548,327

0 0
-

0 0
37 庁内共通事務 -

定例
定型

0.53 一般

0 0
-

0 0
36 災害応急対策活動 -

定例
定型

0.51 一般

増加
19,921,000 19,738,000

農業施設の維持管理
17,956,884 18,843,058

35
農業用排水路維持
管理事業

適切な維持管理を行うことにより、農耕環境
の保全を図る。

定例
定型

0.69 一般
農業用水路維持管
理

農業用水路維持管
理

Ｓ ●●

変動
なし

5,265,000 5,286,000 農業ふれあい館利用者
数（延べ）3,667,426 3,667,683

34 農地保全管理事業
農地を保全することにより環境負荷を軽減し
安全で安心な農作物の供給を図る。

定例
定型

1.03 一般 8,000人／年 8,023人／年 Ｓ

変動
なし

1,540,000 143,000
水田保全対策実施面積

1,464,860 94,724
33 水田保全対策事業

水田を保全することにより生産活動の場の
確保、環境防災景観等多面的機能の維持を
図る。

定例
定型

0.40 一般 400ａ 226a Ａ

変動
なし

726,000 726,000
市民農園新規開設数

49,788 435,186
32
市民農園・家庭菜園
事業

農作業を通じて農業への理解と関心を深め
てもらうとともに農地の有効利用を図る。

定例
定型

0.55 一般 5か所 2か所 Ａ

変動
なし

56,000 56,000 事業実施による対象農
地面積3,378 5,148

31
耕作放棄地解消対
策事業

耕作放棄地を解消し市民農園や農地を斡旋
することにより農地の保全を図る。

定例
定型

0.01 一般 385ａ 303a Ａ

変動
なし

351,000 453,000
協議会への参画回数

291,362 271,699
30 農業総務管理事業

各種関係機関、団体で組織される各種協議
会への参画を行う事で、情報の共有すること
ができる。

定例
定型

0.53 一般 10回 8回 Ｓ

変動
なし

379,000 379,000 再斡旋を含む斡旋成立
件数339,872 375,566

29
援農ボランティア事
業

高齢化により人手が足りない農家にボラン
ティアを派遣し、耕作放棄地の防止を図る。

定例
定型

0.49 一般 145件 150件 Ｓ

変動
なし

0 0
調査実施回数

0 0
28
港勢調査・漂流物保
管及び漁港関連団
体連絡調整事務

漁業実績の把握により水産業振興の検討資
料とする。

定例
定型

0.08 一般 1回 1回 Ｓ

変動
なし

2,641,000 912,000
仮設トイレ管理日数

2,354,400 885,600
27
海岸保全区域維持
管理事務

海岸保全区域内を適正に管理することで、
海岸来訪者の利便性向上を図る。

定例
定型

0.14 一般 250日 250日 Ｓ

変動
なし

470,000 470,000 ライフセービングクラブと
の打ち合わせ回数470,000 470,000

26
海岸周辺安全対策
事業

海岸利用マナー周知とライフセービング活動
の支援による海岸来訪者の安全確保をす
る。

定例
定型

0.14 一般 4回 4回 Ｓ

変動
なし

3,219,000 3,219,000
堆積砂搬出量

3,162,240 3,101,760
25
海岸侵食防止対策
事業

漁港西側に堆積する砂を県の養浜事業と連
携し、海岸侵食の著しい中海岸等へ運搬・
養浜する。

定例
定型

0.18 一般 3,500立方メートル
3,000立方メートル
（県搬出量12,000立
方メートル）

Ｓ

増加
20,820,000 21,979,000 地場産農畜水産物普及

への取組件数18,080,689 19,463,300
24
農産物地産地消推
進事業

消費者に対する地場農産物の魅力の発信
及び農業者への支援を行う事で、地場農産
物の生産、消費の推進を図る。

定例
定型

2.67 一般 10件 11件 Ｓ

変動
なし

0 0
開催回数

0 0
23
海産物地産地消推
進事業

安全・安心な海産物の提供と漁業振興・漁
業経営の安定のため地産池消イベントを開
催する。

定例
定型

0.08 一般
さかなまつり：年2回
さかなの市：年2回
わかめまつり：年1回

さかなの市：年2回
わかめまつり：年1回

Ｓ



３　実施計画事業の総括評価

４　見直し検討可能性にチェックの入った事業のうち休・廃止検討事業
No.

５　働きかたの見直しにおける取組結果（28-29年度の2か年の取り組みの結果、得られた生産性向上などの成果）
No.

事務事業名 休・廃止検討の理由

1 　経済部ポータルサイト事業
　経済部の事業を知っていただく一助として一定の成果をあげたものの、官の事業として費用に対しての効果が見合わないと判断し、29年度をもって当該事業は廃止と
なった。

- - -

　人工・事務事業費・事務事業指標達成度の結果にかかる分析（Check）／今後の展望（Action）

　農業水産課の第3次実施計画の事務事業数は、「災害応急対策活動」「庁内共通事務」を除き35事業である。
　事務事業指標達成度については、概ね達成している状況である。
　人工・事務事業費に関しては、地産地消推進事業に多くの人工を割いている結果となっているが、事業費の多くは補助金交付事業費である。補助
交付事業費以外の予算は少額でありますが、各担当者が地産地消イベントや地産地消関連事業を直営で企画・執行したものであり、様々な調整や
地域との協働等に相当の時間を費やしているためである。これらの調整作業は農業者との信頼関係を築くうえで最も重要な業務である。
　経済部ポータルサイトについてはドローンでの空撮などユーザーの関心に合ったコンテンツを掲載し、新規ユニークユーザーのアクセス数は年間1
万5000件の増加となったものの目標値を下回る結果となった。なお当該事業については事業実施を経て一定の成果をあげたものの、官の事業とし
て費用に対しての効果が見合わないと判断し、29年度をもって当該事業は廃止となった。今後は既存のホームページ等のコンテンツを充実を図り対
応をしていく。
　水産物供給基盤機能保全事業については、老朽化した漁港施設の機能保全工事を行った。なお、水産庁の国庫補助交付事業に応じて計画に若
干の遅れがあるが、今後についても引き続き、老朽化した漁港施設の機能保全工事による施設長寿化を図る。なお、漁港北側駐車場・多目的広場
等整備事業については、県から要望のあった、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会時にヨット置場としての茅ヶ崎漁港活用について、関
係機関との協議を開始したところであり、今後成果が見込まれる状況である。
　職員の時間外勤務については、29年度は総時間1247時間、一人あたり月平均9.7時間であり、28年度の総時間733時間、一人あたり月平均5.5時
間に比べ増加となっている。これは、県から要望のあった東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会時にヨット置場としての茅ヶ崎漁港活用に
ついて関係機関との協議を開始したことをはじめ、農業委員会の制度改正に伴う農業委員選考委員会の実施や農業委員任命に係る議会対応、ま
た、茅ヶ崎市単独での花の展覧会の開催など、新たな事業展開等による業務増加のためと考えられる。今後は、働き方の見直しを含め、課所管の
業務全体の事業手法や事務の見直しを継続的に行い、時間外勤務の削減とともに職員のワークライフバランスの確保や職員の健康促進を図る。

事務事業名 取り組みの結果

- -
　日々の朝礼において、情報共有を図ることができ、さらに月1回の課内会議および課題ごとの課内プロジェクトチームを立ち上げ、課題解決のための話し合いの場を持
つことができた。さらには、関係団体の総会や定例会への出席が必要になることから、必ずしも水曜日等に全員がノー残業デーを守ることはできないが、課全体で調整
し、振替日を設定し、残業をしない日をつくることに努めた。

- - -


